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第３ 憲法２４条２項違反について（憲法違反に関する主たる主張） 

１ はじめに 

(1) 原判決の評価  

控訴人らは原審において、陳述書（控訴人らの陳述書として甲Ｂ１、Ｂ２、Ｃ

１、Ｃ２、Ｄ１、Ｄ２、Ｅ１、Ｆ１、控訴人の家族の陳述書として甲Ｂ３。）及

び尋問を通して、現行の法律婚制度の利用を認められないことによるさまざまな

不利益や数えきれない痛みを振り返り、日本社会で自分自身の性自認及び性的指

向のままに生きることが極めて困難な状況を証言した（原審原告ら第３８準備書

面が尋問の結果をまとめたものである。）。控訴人らの証言によって改めて明らか

にされたのは、婚姻を利用できないことは個人の尊厳の要請上重大ではないとい

う被控訴人の主張が虚構でしかなく、日本社会の中で性的少数者は自分らしい生

を深刻に阻まれているという実態である。 

法律上同性のカップルが法律上異性のカップルと等しく現行の法律婚制度を利

用できなければならないという控訴人らの訴えは、同性愛者やトランスジェンダ

ーなどの性的少数者が、社会の中で自分らしい生を生きたいという、尊厳ある人

としての人格と命に関わる切実な求めであり、個人の尊厳の要請において譲れな

い事項にほかならない。 

このことを原判決は真摯に受け止め、憲法２４条２項違反の判断をした。すな

わち、原判決は、「性的少数者が、その特質又は個性というべき、自己の性自認

及び性的指向に即した生活を送るということは、重要な人格的利益に根差したか

けがえのない権利である」（原判決［３８頁］）として、かつて日本社会でも共有

されていた性的少数者の性自認及び性的指向を「異常」、「変態」と位置付ける価

値観（「異性愛規範」）が誤りであることを改めて確認するとともに、社会の中で

自己の性自認及び性的指向をありのままに尊重されることが人格的生存にとって

不可欠であると宣言した。その上で原判決は、法律上同性のカップルの婚姻を認

めず、また、婚姻と同等の類似制度も設けていない本件諸規定について、「同性
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カップル等が、自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという重要な人格

的利益を、同性カップル等から剥奪するものにほかならないのであるから、本件

諸規定及び上述したような立法がされていない状況は個人の尊厳と両性の本質的

平等の要請に照らして合理的な理由があるとは認められず、憲法２４条２項に違

反する状態にある」と判示した（原判決［４１頁］）。 

このように原判決が、婚姻によって得られる利益を、自己の性自認及び性的指

向に即した生活を送るという重要な人格的利益に根差したかけがえのない権利の

不可欠な構成要素として明確に位置付けた上で、性的少数者がこのような利益を

剥奪されている状況を個人の尊厳の要請に反するとして違憲と判断したのは、

「個人の尊重」、「個人の尊厳」という憲法の基本原理を適切に踏まえたものであ

り極めて真っ当である。 

ところが、この後に原判決は一転して、本件諸規定の改廃がなされないことが

現段階において直ちに憲法２４条２項に違反するとまでいうことはできないとし

て、違憲判断を締め括ってしまった（原判決［４２頁］）。 

原判決のこのような結論は、法律上同性のカップルの婚姻を認めない現状を

「自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという重要な人格的利益を、同

性カップル等から剥奪するものにほかならない」と正しく捉え、個人の尊厳違反

を明確に言い切った自らの判示に整合しないものである。 

原判決が誤った結論を導き出した大きな要因は、①婚姻の自由の保障が法律上

同性のカップルに及ばないとの憲法２４条１項解釈を前提としたこと、②憲法２

４条２項が構築を要請する法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度には、現

行の法律婚制度と異なる制度もあり得るという誤った理解を踏まえたことにあ

る。 

また、原判決の判示からすれば明確な法令違憲の判断こそが論理的帰結であっ

たのに、本件諸規定の憲法適合性に関して明確な判断を避け「憲法２４条２項に

違反する状態」との不明瞭な違憲判断に留まった点も致命的な誤りである。 
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(2) あるべき憲法判断 

本控訴理由書第１分冊で既に述べているとおり、そもそも、憲法２４条１項の

直接適用または類推適用により、婚姻の自由の保障が法律上同性のカップル間に

及ぶことから当然に、同条２項は法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度を

構築することを要請していると解される（下記２）。また、仮に憲法２４条１項が

法律上同性のカップルに直接適用されない場合でも、憲法２４条２項適合性の審

査は１項の審査とは独立して行われる必要があり、同条から法律上同性のカップ

ルが利用可能な婚姻制度の構築が要請される（下記３）。 

そして、憲法上の婚姻の中核的要素を欠いた法制度、例えば諸外国で構築され

たようなＰＡＣＳや法定同棲などの婚姻に類似した法制度は憲法２４条２項の要

請を満たさず（下記４）、同条は法律上同性のカップルを現行の法律婚制度に包摂

することを当然に要請しているのである（下記５）。 

以下、順を追って詳述する。 

 

２ 憲法２４条１項の直接適用または類推適用により婚姻の自由の保障が法律

上同性のカップル間に及ぶことから、同条２項から法律上同性のカップルが

利用可能な婚姻制度の構築が要請されること 

原判決は、本件諸規定の憲法２４条１項適合性の判断において、「その文言や憲

法制定過程等に照らして、同性カップル等の婚姻について想定しておらず、その

後の社会状況等の変化等に照らしても、現段階において」、憲法２４条１項が「同

性カップル等の婚姻（の自由）を保障するよう要請するに至ったとまではいえな

い」などとし、「本件諸規定が憲法２４条１項に違反するということはできない」

と結論付けた（原判決［３３頁］）。 

しかし、本控訴理由書第１分冊で詳述したとおり、憲法制定後の社会状況等の

変化に鑑みれば、法律上同性のカップルにも憲法２４条１項が直接適用又は類推
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適用されるのであるから、法律上同性のカップルに対しても「婚姻の自由」が保

障されるに至っている。 

そして、憲法２４条２項が「配偶者の選択、財産権、相続、住居の選定、離婚

並びに婚姻及び家族に関するその他の事項」に関する法制度について、同条１項

も踏まえつつ、個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべきであるとする要請、

指針を示して立法裁量の限界を画する規定であることからすれば、同条１項が法

律上同性のカップルにも直接又は類推適用され、法律上同性のカップルにも「婚

姻の自由」の保障が及ぶ以上、当然に、婚姻の自由を具体化するための法制度、

すなわち法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構築が同条２項から要請

されるのである。 

 

３ 仮に、その文言上、憲法２４条１項が法律上同性のカップルに対して直接

適用されないとしても、憲法２４条２項は法律上同性のカップルに対し直接

または類推適用され、同項によって法律上同性のカップルが利用可能な婚姻

制度の構築が要請されること 

(1) 憲法２４条２項独自の審査の必要性 

ア 原判決の誤り 

原判決は、「憲法２４条１項が、同性カップル等の婚姻を保障するよう要請す

るに至ったとまでは認められないから、同項は、異性カップルの婚姻のみを保障

しているといえ、同性カップル等の婚姻に係る利益は、憲法によって直接保障さ

れるものであるとまでは言えない。」（同４１頁）と述べ、憲法２４条２項独自の

観点から、法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構築が同項により要請

されている否かを審査しなかった［1］。 

 
1 なお、原判決は、法律上同性カップルの家族制度の在り方について、憲法２４条２項独自

の審査を行っている。これは、控訴人らの憲法違反に関する従たる主張２に対応したもの
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しかし、以下で述べるとおり、仮に、その文言上、憲法２４条１項が法律上同

性のカップルに対して直接適用されない場合でも、同条２項が直接または類推適

用され、同項による独自審査が求められる［2］。この憲法２４条２項独自の審査

を行わなかった点で、原判決は不当である。 

 

イ 憲法２４条１項は、同項が直接適用されない人的結合関係による婚姻制度

の利用に関し、その他の憲法の条項による憲法上の保障を一切与える必要は

ないという趣旨の条項ではないこと 

その文言上、憲法２４条１項が法律上同性のカップルに対し直接適用されない

ことを理由に、憲法２４条２項によっても、法律上同性のカップルが利用可能な

婚姻制度の構築は要請されないとの結論が導かれるとの立論（以下「本件立

論」という。）は、憲法２４条１項は、「婚姻」を法律上男女間のものに限定

し、同項が直接適用されない人的結合関係、すなわち、法律上同性のカップルに

対し、婚姻の自由や婚姻制度の利用に関し、その他の憲法の条項による憲法上の

保障を一切与える必要はないという趣旨の条項であることを、その論理的な前提

の一つとする。 

しかし、以下のとおり、その前提自体が誤っており、本件立論は成り立たな

い。 

 

（ア）憲法２４条１項の意義と文言上直接適用されないことから導かれる帰結 

まず、憲法２４条１項は、同条２項とともに、家制度を中心とする封建制度か

ら婚姻を含む家族制度を解放し、当事者の合意があれば自由に婚姻できること、

 

である。しかし、本文で指摘したように、控訴人らの憲法違反に関する主たる主張、従た

る主張１に対応した審査、すなわち、法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構築

の要請についての憲法２４条２項独自の審査は行っていない。  
2 安西文雄教授意見書（甲Ａ５９８）も、「２４条１項の守備範囲が異性間に限定的に解釈

されるということと、憲法上の他の条項との関係で異性と同様の婚姻が義務づけられるか

否かは別個の問題」であることを指摘する（同１３頁９行目）。 
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家族制度が「個人の尊厳」及び「法の下の平等」という新憲法の大原則に立脚し

たものであることを保障したという点にこそ、その意義がある。同項は、決し

て、「婚姻」を法律上男女間のものに限定し、法律上異性のカップル以外の人的

結合関係に対し婚姻の自由や婚姻制度の利用を憲法上全く保障しないことを積極

的に意図したものではない（甲Ａ２０９［１５頁から１６頁］、甲Ａ６０１「同

性婚と司法」［１３６頁から１３７頁］）。 

もし、そのようなことを積極的に意図しているのであれば、憲法２４条やそれ

以外の条項によって、憲法上「婚姻」は法律上男女のものに限る旨の定義規定が

あってしかるべきである。しかし、憲法にはそのような規定は一切ない。 

また、帝国議会等での現憲法制定に係る審議等において、「婚姻」は法律上男

女のものに限るべきといった議論がされることもなかった。そこで盛んに議論さ

れたのは、憲法２４条案に示された基本理念の下での、婚姻と家族観の関係、旧

来の家制度が象徴してきた家族観の維持の可否であり、法律上同性のカップルの

存在を意識したうえで、「婚姻」を法律上男女間のものと定義すべきかどうか

や、憲法上、婚姻の自由や婚姻制度の利用が保障される対象を法律上異性のカッ

プルに限るべきかどうかが議論されることは一切なかった（甲Ａ２０６、乙２

２）［3］。駒村教授も、憲法制定時の議会の議事録を丁寧に検証したうえで、「制

定過程を一貫して同性婚の可否というアジェンダは設定されておらず」、「婚姻を

異性婚に限定するという積極的判断は全くなされていない」ことを指摘するとこ

ろである（甲Ａ２０９［６頁から１６頁］）。 

確かに、憲法２４条１項は「両性」や「夫婦」という辞書的な意義に照らせば

「婚姻」は法律上の男女間のものであることを前提とするかのような文言を用い

る。しかし、憲法２４条１項がそのような文言を用いたのは、控訴理由書第１分

 
3 その後の国会において、日本国憲法第１３条、第１４条及び第２４条の定める個人の尊厳

と両性の本質的平等という基本原則に沿った民法改正が図られ、家制度的な規定の削除・

改正が議論の中心となった（甲Ａ１６９）。 
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冊など［4］でも述べたとおり、憲法制定時において、人の性の在り方に対する

考えが成熟しておらず、同性愛者やトランスジェンダーなどの性的少数者は異常

であり、劣った存在であるという考え方、しかも、現在からみれば憲法の「個人

の尊厳」の原理に照らし到底正当化できない誤った考え方の強い影響を受け、法

律上同性のカップルも「婚姻の本質」を満たす関係を築きうることに考えが至ら

なかったからにすぎない。千葉元最高裁判事も、「２４条１項、２項は、婚姻に

ついては・・・現行憲法の新しい人権理念に沿うものとすることを宣言しようと

した」というところに「意味があるのであって、それ以上に同性婚を排除するか

どうかという点については、問題意識すらなかったといえよう。」と指摘する

（甲Ａ６０１「同性婚と司法」［１３６頁から１３７頁］）。 

このように、憲法上、「婚姻」を法律上男女間のものに限定する定義は置かれ

ておらず、憲法制定の過程でも、法律上同性のカップルの存在が意識され、婚姻

の自由や婚姻制度の利用の保障の対象から外すべきだという積極的な意思決定が

されたわけでもなかった。「両性」などの文言が用いられたのも、人の性の在り

方に関し現在から見れば憲法の「個人の尊厳」の原理に照らし到底正当化できな

い誤った考え方の強い影響の下、法律上同性のカップルの存在が意識されなかっ

たにすぎない。このような事情がある以上、憲法２４条１項に、「婚姻」を法律

上男女間のものに限定し、法律上異性のカップル以外の人的結合関係に対し婚姻

の自由や婚姻制度の利用を憲法上全く保障する必要はないという積極的な意図を

読み込むことはできない。上記事情を踏まえて論理的に導かれる帰結は、法律上

同性のカップルに対する婚姻の自由や婚姻制度の利用の保障について、憲法２４

条１項は積極的には何も言っておらず、浅慮ゆえの「空白」が生じているという

ことである。 

(以下余白) 

 
4 控訴理由書第１分冊別紙１「１ 憲法制定当初の認識－「異性愛規範」「シスジェンダー

規範」」、訴状第５の３(2)ア、イ［３７頁から４７頁］、原告ら第３５準備書面第２の１(2)

エ［１５頁から１７頁］など参照。 
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（イ）「個人の尊厳」と「法の下の平等」という憲法の基本原理による「空白」

の補充の要請 

そして、憲法２４条１項は、そのような「空白」が、憲法制定後の社会状況等

の変化を踏まえ、「個人の尊厳」、「法の下の平等」という憲法の基本原理に基づ

き、憲法２４条１項それ自身の解釈の見直しや、憲法２４条２項、憲法１４条１

項などその他の憲法の条項の解釈により、婚姻の自由や婚姻制度の利用が憲法上

保障される対象の範囲が見直されることによって、補充されることを当然の前提

としている。 

なぜなら、憲法２４条１項も「個人の尊厳」及び「法の下の平等」を基本原理

とする憲法の体系の中に位置づけられる一条項にすぎず、それらの憲法の原理を

定める憲法１３条、憲法２４条２項や憲法１４条１項が、そのような「空白」を

埋めるよう、必要な見直しを要求するからである。 

すなわち、原告ら第３５準備書面など［5］で述べたとおり、憲法による婚姻

の自由や婚姻制度の利用の保障は、家族の維持・形成にかかわる自己決定権を保

障する憲法１３条にその淵源を持ち、憲法２４条１項だけで完結しない（甲Ａ４

２［４５４頁］）。これは、仮に文言上憲法２４条１項が法律上同性のカップルに

対し直接適用されないとしても、そのことによって生じた「空白」についてどの

ような憲法解釈がなされるべきかについて、一般条項である憲法１３条に立ち戻

って検討しなおすことを要請する。駒村圭吾教授も、その意見書の中で、このよ

うな観点から、「１３条の保障する幸福追求権のひとつとして『婚姻の自由』を

保障する場合、仮に２４条１項の保障するそれを１３条の保障する婚姻より意味

と射程において限定された婚姻（狭義の婚姻）と理解したとしても、その結果と

して２４条１項から除外される婚姻の形態についてはなお１３条後段によって保

障されると解すべきであって、一切の憲法的保障を失うわけではない。そして、

 
5 原告ら第３５準備書面第２の１(1)［６頁から１０頁］、原告ら第３６準備書面第３の１

［４頁から６頁］参照。 
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そうであるからこそ、１３条によって２４条１項の解釈が補正され、結果、同項

の「婚姻の自由」の保護範囲も拡張されることになるのである」（甲Ａ２０９

［２頁］）と述べる。 

さらに、憲法２４条２項は「配偶者の選択」を含め「婚姻及び家族」に関する

法律は「個人の尊厳」及び「両性の本質的平等」に立脚して制定されなければな

らないと定めるが、これは、憲法制定後の社会状況等の変化を踏まえ、「配偶者

の選択」を含め「婚姻及び家族」に関する法律の定めについて、憲法の基本原理

である「個人の尊厳」や「法の下の平等」に基づく不断の検証と見直しを要求す

る趣旨である［6］。この不断の検証と見直しの対象は、当然、婚姻の自由や婚姻

制度の利用が憲法上保障される対象の範囲にも及ぶ。憲法２４条１項の要請を受

けて、法律上の男女を対象とする婚姻制度が制定されたことは、婚姻の自由や婚

姻制度の利用が憲法上保障される対象の範囲について、この不断の検証と見直し

が免除されることを意味しない。婚外子相続分差別違憲最高裁大法廷決定も、憲

法１４条１項の文脈ではあるが、民法は、憲法２４条１項及び２項の定めを受け

て、いわゆる事実婚主義を排して法律婚主義を採用したと認定しながらも（甲Ａ

２１８［２頁から３頁］）、「法律婚主義の下においても、嫡出子と嫡出でない子

の法定相続分をどのように定めるかということについては、前記２で説示した事

柄を総合的に考慮して決せられるべきものであり、また、これらの事柄は時代と

共に変遷するものでもあるから、その定めの合理性については、個人の尊厳と法

の下の平等を定める憲法に照らして不断に検討され、吟味されなければならな

い」（同［３頁から４頁］）と述べ、憲法２４条の要請を受けて法律婚主義が採用

されたということだけで当然に「個人の尊厳」と「法の下の平等」に基づく不断

の検証と見直しが免除されることにはならないとした。 

 

 
6 婚外子相続分差別違憲最高裁大法廷決定（甲Ａ２１８）参照。 
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ウ 憲法２４条２項がより広範で根本的なことを定めていること 

本件立論は、憲法２４条１項が直接適用されなければ、当然、同条２項も適用

されないという関係にある、言い換えれば、同条２項の保障の範囲が、同条１項

により決定される関係にあるということも、その論理的な前提の一つとしてい

る。しかし、これも誤りである。 

そもそも憲法２４条１項は、同条２項が「婚姻及び家族」に関する法制は憲法

１３条から由来する「個人の尊厳」に立脚しなければならないことを求めたこと

を受けて、その中でも、特に重要なこととして、同条２項冒頭に例示された「配

偶者の選択」が「個人の尊厳」に立脚すべきことを、さらに明確に、婚姻の成立

要件における婚姻の自由として明定したものである［7］。これは、憲法２４条の

制定過程において、現行の憲法２４条１項と２項はもともと一つの条文案として

作成された（甲Ａ１９９）ところ、同条１項が分離されて、一つの条項として制

定されたことなどからも裏付けられる（甲Ａ２０９［６頁から８頁］）［8］。要す

るに、憲法２４条１項は、同条２項の原理が具体化した一場面であり、同条１項

の背後にあって同条１項を導いた同条２項さらには憲法１３条が求め保護する内

容をすべて言い尽くしたものではない。 

また、憲法２４条２項は、「個人の尊厳」以外に、「両性の本質的平等」への立

脚を要求するが、「個人の尊厳」は「両性の本質的平等」とは別個独立の要請で

あり、独自に問題となりうる。加えて、名古屋地裁判決（甲Ａ４５７［３８

頁］）が指摘するように、家督相続制度の復活の是非が仮に問題となった場合、

両性間のみならず同性間の平等も憲法２４条２項との関係で問題となりうるので

 
7 東京地裁判決（一次）（甲Ａ３２２）も、「憲法２４条は、その２項において、婚姻及び家

族に関する事項についての具体的な制度の構築を国会の合理的な立法裁量に委ねるととも

に、その立法に当たっては個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚すべきであるとする要

請、指針を示すことによって、その裁量の限界を画したものであり、１項は、その中でも

婚姻に関する立法すなわち法律婚制度の構築にあたっては、婚姻をするかどうか、いつ誰

と婚姻をするかについて、当事者間の自由かつ平等な意思決定に委ねられることとするこ

とを立法府に対して要請する趣旨のものと解される。」と述べる（同３８頁）。 
8 原告ら第１４準備書面第３の２(2)ア［８頁から９頁］参照。 
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あり、「両性」の文言を「両当事者」と読み替えるまでもなく、同項は、両性が

必ずしも関わらない家族の問題をも含めて規律していると理解することができ

る。 

このように憲法２４条２項は、「配偶者の選択」を含め「婚姻及び家族」に関

する法律が「個人の尊厳」に立脚して制定されなければならないと、同条１項と

比較してより広範で根本的なことを定めており、文言との関係でも同条１項と比

較して柔軟に解しうるのであるから、仮に、その文言上、同条１項が直接適用さ

れない場合でも、同条２項が直接または類推適用され、同項独自の審査が要請さ

れるのである［9］。 

 

エ 重要な人格的権利・利益の制約の存在 

（ア）重要な人格的権利・利益の制約が存在する以上、憲法２４条２項独自審

査が要請されること 

さらに、仮に、文言上、憲法２４条１項が法律上同性のカップルに対し直接適

用されないとしても、同条２項独自の審査が要請される権利・利益の制約が何も

ないことになるわけではない。自己の性自認及び性的指向に即した生活を送ると

いう権利・利益や、法的な家族としての身分関係を形成し、その身分関係を国の

制度により公証され、その身分関係にふさわしい法的効果が与えられる利益（以

下「法的に家族を形成し、公証される利益」という。）という、重要な人格的権

利・利益がなお制約されている。そして、そのような権利・利益の制約がある以

上、夫婦別姓訴訟最高裁大法廷判決（最高裁平成２７年１２月１６日大法廷判決

民集６９巻８号２５８６頁）（甲Ａ２１８）も述べるところに従い、これらの重

要な人格的権利・利益の制約に関する憲法２４条２項独自の審査が要請されるこ

ととなる。 

 
9 原告ら第１４準備書面第３の２(2)［７頁から１１頁］、原告ら第５準備書面第３の２［２

１頁から２２頁］、原告ら第３６準備書面第３の２(6)[１２頁から１３頁]参照。 
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これらの点は、原判決や本訴訟関連訴訟の各判決も認めるところである。 

例えば、原判決は、憲法２４条２項独自審査の中で、婚姻によって得られる法

的利益や社会的に公証される利益、これに伴う事実上の利益は「親密な人的結合

関係を基礎として家族を形成し、一定の永続性を持った共同生活を送ることによ

り、個々人の人生に充実をもたらすという意義を有しているから、個人の尊厳に

関わる重要な人格的利益」である（同３７頁から３８頁）、「性的少数者が、その

特質又は個性とでもいうべき、自己の性自認及び性的指向に即した生活を送ると

いうことは、重要な人格的利益に根差したかけがえのない権利である」［10］（同

３８頁）などとしたうえで、「同性カップル等が、本件諸規定によって、婚姻を

する機会を一切与えられていないという事実は、（同性カップル等における、）自

己の性自認及び性的指向に即した生活を送ることを阻むことにほかならないこ

と、及び、決して少なくない数の国民が、（本件諸規定によって、）自己の性自認

及び性的指向に即した生活を送ることを阻まれているといえることからすれば、

同性カップル等に、法律上の婚姻制度又はこれに類似する制度が何ら設けられて

いないという状況は、同性カップル等が、同性カップル等に係る重要な人格的利

益を享受することに対する大きな障害である」（３９頁）などと認定した。 

また、名古屋地裁判決（甲Ａ４５７）も、憲法２４条２項独自審査の中で、

「同性カップルは、異性カップルと比較して、両当事者の関係が国の制度により

公証され、その関係を保護するのにふさわしい効果の付与を受けるための枠組み

を利用することができないという格差が生まれている。そして、かかる枠組みを

利用することができるという価値は、単に法律によって付与された価値というに

 
10 原判決がこのように述べたのは、最大決令和５年１０月２５日（令和２(ク)９９３性別

の取扱いの変更申立て却下審判に対する抗告棄却決定に対する特別抗告事件）（甲Ａ５３

３）が、「性同一性障害者がその性自認に従った法令上の性別の取扱いを受けることは、法

的性別が社会生活上の多様な場面において個人の基本的な属性の一つとして取り扱われて

おり、性同一性障害を有する者の置かれた状況が既にみたとおりのものであることに鑑み

ると、個人の人格的存在と結び付いた重要な法的利益というべきである。このことは、性

同一性障害者が治療として生殖腺除去手術を受けることを要するか否かにより異なるもの

ではない。」（同６頁から７頁）と述べたことを踏まえてのことだと解される。 
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とどまらず、人の尊厳に由来する重要な人格的利益を基礎としているというべき

である。永続的な精神的及び肉体的結合を目的として真摯な意思をもって共同生

活を営もうとする同性カップルにおいて、婚姻に伴う個々の法的効果が付与され

ないのみならず、その関係が国の制度によって公証されず、その関係を保護する

のにふさわしい効果の付与を受けるための枠組みすら与えられない不利益は甚大

なものである。」と述べた（同４５頁）。 

本訴訟関連訴訟の東京地裁判決（一次）（甲Ａ３２２）、福岡地裁判決（甲Ａ４

５６）なども同様である［11］。 

 

（イ）憲法２４条２項独自審査における原判決の誤り 

ところで、原判決が憲法２４条２項独自の審査を行った点は正当であるもの

の、法律上同性のカップルのための制度として登録パートナーシップ制度、法定

同棲やＰＡＣＳなどの婚姻類似の制度もありうる（同４１頁）としているよう

に、自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという重要な権利・利益や、

法的に家族を形成し、公証される利益は、婚姻の自由よりも一段低い別のもの、

あるいは、法律上異性のカップルのそれよりも一段低い別のものととらえている

節がある。本訴訟関連訴訟の東京地裁判決（一次）（甲Ａ３２２）、名古屋地裁判

決（甲Ａ４５７）、福岡地裁判決（甲Ａ４５６）なども同様である。しかし、そ

れは誤りである。 

自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという権利・利益は同性愛者や

トランスジェンダーなどの性的少数者特有の権利・利益なのではなく、シスジェ

ンダーの異性愛者を含めたすべての人にとって等しく重要な人格的な権利・利益

 
11 原告ら第３３準備書面第２の３及び４［７頁から１４頁］。 
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である［12］。法的に家族を形成し、公証される利益も同様である［13］。したが

って、法律上異性のカップルと法律上同性のカップルとが等しく享受しうる同等

の権利・利益の侵害が問題になっているという前提で、「個人の尊厳」に照ら

し、法律上同性のカップルに対し、婚姻制度の利用を一切認めない、婚姻制度よ

り劣った制度の利用しか認めない、社会の多数者の「承認」がなければその利用

を認めないといったことが憲法上許容されるのかについて、憲法２４条２項の独

自審査がされなければならない。 

そして、上記審査の結果、法律上異性のカップルと法律上同性のカップルとの

間に、婚姻の自由や婚姻制度の利用の保障の程度に関し差を設けることが、憲法

２４条２項のいう「個人の尊厳」の原理から許容されないという結論になった場

合には、文言を理由にして憲法２４条１項を法律上同性のカップルに対して直接

適用できないという結論の見直しも当然要請される。上記ウで述べたとおり、憲

法２４条２項がより根本的なことを定めており、同条１項が婚姻における具体的

な一場面について定めたに過ぎないことなどからすれば、これは当然の帰結であ

る。 

 

(2) あるべき憲法２４条２項独自の審査 

以上のとおり、法律上同性のカップルに対し、仮に、その文言上、憲法２４条

１項が直接適用されない場合でも、同条２項が直接または類推適用され、法律上

 
12 この点、宇賀最高裁判事が、最高裁第三小法廷令和３年１１月３０日判決（甲Ａ６４

４）における反対意見において、性自認の文脈であるが、「もし、生まれつき、精神的・身

体的に女性である者に対して、国家が本人の意思に反して「男性」としての法律上の地位

を強制し、様々な場面で性別を記載する際に、戸籍の記載に従って、「男性」と申告しなけ

ればならないとしたならば、それは、人がその性別の実態とは異なる法律上の地位に置か

れることなく自己同一性を保持する権利を侵害するものであり、憲法１３条に違反するこ

とには、大方の賛成が得られるものと思われる。」と指摘するところである（同１頁から２

頁）。 
13 この点は、原判決（３７頁２０行目から３８頁１６行目）や本訴訟関連訴訟の各判決も

認めるところではある（原告ら第３３準備書面第２の３［７頁から１１頁］）。 



【有償配布 や Web(ホームページ, ブログ, facebook 等)へのアップロード・転載はお止めくださ

い】【リンクはご自由にお貼りください】「結婚の自由をすべての人に」東京第二次訴訟(東京高裁)控

訴審第１回期日(20240926)提出の書面です。 

18 

 

同性のカップルに対し婚姻制度の利用を認めないことが「個人の尊厳」という憲

法の基本原理に違反しないかどうかという、同条２項独自の審査が要請される。 

 

ア 「個人の尊厳」に反することを基礎づけるに十分な事情の存在 

そして、本件については、以下のとおり、法律上同性のカップルに対し婚姻制

度の利用を認めないことが「個人の尊厳」に反することを基礎づけるに十分な事

情がある。 

 

（ア）憲法２４条２項の本来の趣旨は「婚姻の本質」を満たす関係に対し婚姻

の制度の利用を保障することにあること 

第一に、憲法２４条２項は、同条１項とともに、「婚姻の本質」を満たす関係

に対し婚姻の制度の利用を保障するために定められた規定であることが挙げられ

る［14］。 

「婚姻の本質」を満たす人的結合関係を国家その他の第三者に干渉されること

なく形成する自由、すなわち、家族の維持形成やリプロダクションにかかわる自

己決定権は、憲法１３条により保障されている（甲Ａ４２［４５４頁］）。しか

し、憲法は、それにとどまらず、わざわざ憲法２４条１項及び２項を定め、婚姻

の自由を保障するとともに、立法府に対し、「個人の尊厳及び両性の本質的平

等」に立脚して婚姻制度を定めることを義務付けた。 

これは、カップルを社会の基礎的な構成単位として正式に認め、迎えるための

枠組み、すなわち婚姻制度が整備され、そのような制度を望む相手との合意のみ

で利用しうるという選択肢を持つことが、社会の中で生きる存在である人間が人

格的自律を備えた存在として生きる上で不可欠であるとの認識に基づくものであ

 
14 原告ら第３５準備書面第２の１(1)[６頁から１０頁]、原告ら第３６準備書面第３の１

［４頁から６頁］。 
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る。また、それを通して、民主主義の土台である社会の多元性が確保されること

が可能となる（甲Ａ１７［３９３頁］、甲Ａ１８［１４５頁］も参照）。 

国際人権法の分野においても、国家が家族の在り方について不介入を突き通す

ことは、常に平穏な生活の保護につながるものではなく、家族内の不均衡な関係

の是正や生活するための制度上の保護など、家族生活の尊重には一定の国家の介

入が必要となると理解されている。そのような理解に基づき、「何人も、その私

生活、家族、住居」等に恣意的若しくは不法に干渉されず、干渉等に対する法律

の保護を受ける権利を有する旨を定める、自由権規約１７条やそれに相当する内

容を定めるヨーロッパ人権条約８条等について、国家は、家族生活に不当な干渉

をしない義務（国家の消極的義務）だけでなく、家族生活が実効的に営めるよう

法制度を含めた適切な措置を講ずる義務（国家の積極的義務）を負うとの解釈が

確立している（甲Ａ４４６［２頁から４頁］）。 

確かに、憲法２４条１項及び２項は「両性」などの文言を用いるが、上記３

(1)イ（ア）など［15］でも述べたとおり、憲法２４条の制定経緯からすれば、

これらの文言は、法律上異性のカップル以外には、婚姻の自由や婚姻制度の利用

を憲法上一切保障する必要はないということを意図した文言ではない。 

憲法２４条の淵源が憲法１３条にあること、法律上同性のカップルのように法

律上異性のカップル以外の「婚姻の本質」を満たす関係にも憲法２４条１項及び

２項がわざわざ定められた趣旨が等しく当てはまること、「個人の尊厳」に照ら

し性的指向や性自認に基づく差別は許されないとの規範が確立していることなど

からすれば、「個人の尊厳」に立脚して婚姻制度が定められることを求める憲法

２４条２項は、当然、法律上同性のカップルのように「婚姻の本質」を満たす法

律上異性のカップル以外の者らに対しても婚姻制度の利用を認めることを要請し

ているのである。土井真一教授も「国会には制度形成において広範な立法裁量が

 
15 控訴理由書第１分冊第２の２（２）イ、原告ら第３５準備書面第２の１(2)エ［１５頁か

ら１７頁］なども参照。 
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認められるとしても、『個人の尊厳と両性の本質的平等』という憲法の理念と多

様な社会的要請を適切に調整して、できる限り多くの国民が利用できる婚姻制度

を構築すべき憲法上の要請がある」と述べる（甲Ａ３４６［２頁］）。 

 

（イ）法律上同性のカップルも「婚姻の本質」を満たす関係を築くことができ

ること 

第二に、法律上同性のカップルも、法律上異性のカップルと同様、「婚姻の本

質」を満たしうる関係を築くことができ、現にそのような人的結合関係を築いて

いる法律上同性のカップルはすでに多数存在することが挙げられる。この点は、

原告ら第３５準備書面など［16］で詳述したとおりである。原判決も控訴人らの

尋問結果に基づき「同性カップル等においても、現に、異性カップルと同様に、

一人と一人の親密かつ永続性のある人的結合関係を基礎にして、充足感や幸福感

で満たされたかけがえのない家族関係（信頼関係）を形成しているものと認めら

れる。」（同３９頁１０行目から１３行目）と認定する。本訴訟関連訴訟のその他

の判決においても、法律上同性のカップルも、法律上異性のカップルと同様、

「婚姻の本質」を伴う関係を築くことができる、又はそのことを当然の前提とし

た判示をしている［17］。 

また、「子の監護養育」は婚姻の必須の要素ではないが、仮に、原判決が言う

ように「子の監護養育」（同３５頁１行目から３行目）が婚姻の一つの要素とな

ると捉えるとしても、原告ら第１３準備書面や原告ら第３５準備書面など［18］

で詳述したとおり、少なくない数の法律上同性のカップルが、子を産み、育てる

 
16 原告ら第３５準備書面第２の２(1)［１９頁から２１頁］など参照。 
17 札幌地裁判決（甲Ａ１７１）、大阪地裁判決（甲Ａ２４８）、東京地裁判決（一次）（甲Ａ

３２２）、名古屋地裁判決（甲Ａ４５７）、福岡地裁判決（甲Ａ４５６）については、原告

ら第３５準備書面脚注５９、原告ら第３３準備書面第２の３［７頁から１１頁］参照。 
18 原告ら第１３準備書面第２［３頁から１７頁］や原告ら第３５準備書面第２の３(2)［３

９頁から４５頁］参照。 
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ことを実践し、法律上異性のカップルと同様、その子育てにおいて様々な問題に

直面し、試行錯誤を重ねながら親としての責務を果たしてきた。 

このように「婚姻の本質」を満たす関係を築くことができるという点や、「子

の監護養育」の点において、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルとの

間に本質的な違いはない。 

 

（ウ）婚姻制度・家族制度の分野における規範意識の根本的変化 

さらに、憲法制定当時の日本の社会では、一般に、婚姻は法律上異性のカップ

ル間のものであると認識されており、法律上同性のカップル間のものがその対象

となるとは認識されていなかった。これは、人の性の在り方に対する認識が未熟

で、同性愛者やトランスジェンダーのような性的少数者を異常で逸脱した存在で

あるとみなす、いわゆる「異性愛規範」、「シスジェンダー規範」が強固で、社会

の在り方に大きな影響を与えていたためである。 

しかし、控訴理由書第１分冊など［19］でも述べたとおり、憲法制定後の社会

状況等の変化により、「異性愛規範」、「シスジェンダー規範」はその正当性を完

全に失い、これに代わって性的指向・性自認に基づく差別は許されないとの法規

範が確立された。２０２３年６月に成立したＬＧＢＴ理解増進法は、この点を実

定法化したものである。 

さらに、婚姻制度や家族制度に関しても、憲法制定当時から状況が大きく変化

し、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルを平等に取り扱うべきだとの

規範意識が既に形成され、広く共有されるに至っている。 

例えば、本控訴理由書提出日現在、３７の国・地域において法律上同性のカッ

プルの婚姻が認められ、いわゆる同性婚の法制化はゆるぎない国際的潮流となっ

ている。国際人権法における法律上同性のカップルの保護の在り方についても、

何も保護がない状態から、事実婚と同等の保障、家族形成の権利の保障、法律婚

 
19 控訴理由書第１分冊第２の４、同別紙１など参照。 
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へのアクセスの保障へと段階的に発展していった。自由権規約委員会も２０２２

（令和４）年１１月の総括所見の中で、自由権規約上の義務として、法律上同性

のカップルの法律婚へのアクセスを認めるための措置を講じることを日本に対し

明示的に勧告し、国連人権理事会の普遍的定期審査においても、日本に対し、い

わゆる「同性婚」の導入を勧告する国が増えている［20］。 

日本国内においても、行政、司法、市民社会のあらゆるところで、法律上同性

のカップルの家族を法律上異性のカップルの家族と同等の存在として扱うべきで

あるとの認識に基づく取り組み等が広がっている。 

例えば、都道府県や市区町村によるいわゆるパートナーシップ制度は、２０１

５年に渋谷区で初めて開始されて以降、２０２４年４月１日現在までの約９年間

で、４５６自治体に広がった［21］。カップルとその養育する子どもとの関係を

含めて証明する、いわゆるファミリーシップ制度は２０２３年４月までの段階で

２１６自治体が導入している[22］。   

民間企業や地方自治体等においても、職員の法律上同性のパートナーを法律婚

による配偶者と同等とみなして、結婚、出産時等の休暇を適用するなど、法律上

同性のカップルを法律上異性のカップルと同等に扱う取り組みが拡大している

［23］。 

さらに一般市民のいわゆる同性婚に対する意見も総じて肯定的であり、国立社

会保障・人口問題研究所が実施した２０２３年の全国家庭動向調査では、いわゆ

る同性婚を認めるべきだとの意見は、７５.６％であった［24］。同年の報道各社

の世論調査でも、いわゆる同性婚に賛成する意見は、ほぼすべての調査において

 
20 控訴理由書第１分冊別紙１「５ 家族分野における国際人権法上の認識の変革」参照。 
21 控訴理由書第１分冊別紙１「７ 日本国内での地方自治体の施策」「(2)家族形成支援の

ための施策」参照。 
22 控訴理由書第１分冊別紙１「７ 日本国内での地方自治体の施策」「(3)親子関係に関す

る施策」イ参照。 
23 控訴理由書第１分冊別紙１「９ 日本国内の民間の取り組み」参照。 
24 控訴理由書第１分冊別紙１「１０ 世論の動向」参照。 
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過半数を占める。日弁連、各地方弁護士会、日本学術会議などの各種団体もいわ

ゆる同性婚に賛成する意見を表明している［25］。 

司法においても、例えば、原判決を含め、本訴訟関連訴訟のすべての判決にお

いて、法律上の同性カップルが「婚姻の本質」を伴う関係を築くことができると

判断し又はそのことを当然の前提とした判示をするとともに、法律上異性のカッ

プルだけでなく、法律上同性のカップルにとっても、法的に家族を形成し、公証

される利益が個人の尊厳に関わる重大な人格的利益に該当すると認めていること

は、前述のとおりである［26］。また、２０２４年３月２６日のいわゆる犯罪被

害者等給付金訴訟に係る最高裁第三小法廷判決でも、犯罪被害者の死亡により精

神的、経済的「打撃を受け、その軽減等を図る必要性が高いと考えられる場合が

あることは、犯罪被害者と共同生活を営んでいた者が、犯罪被害者と異性である

か同性であるかによって直ちに異なるものとはいえ」ず、「犯罪被害者と同性の

者は、犯給法５条１項１号括弧書きにいう『婚姻の届出をしていないが、事実上

婚姻関係と同様の事情にあつた者』に該当し得ると解するのが相当」と判断し

た。 

これらの憲法制定後の社会状況等の変化が示すように、婚姻制度・家族制度の

分野においても、法律上同性のカップルも法律上異性のカップルと同等に取り扱

われるべきとの規範意識が既に形成されており、広く共有されるに至っている。 

 

 
25 控訴理由書第１分冊別紙１「１１ いわゆる「同性婚」に賛成する各種団体の意見」参

照。 
26 控訴理由書第１分冊別紙１「１２ 司法の判断」参照。 
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（エ）法的に家族としての身分関係を形成し、その身分関係を公証され、その

身分関係にふさわしい法的効果を付与されることは、法律上同性のカップル

にとっても重要な人格的利益であり、かつ、その重要性において、法律上異

性のカップルとの間に違いがないこと 

さらに、上記３(1)エなどで詳述したとおり、自己の性自認及び性的指向に即

した生活を送るという権利・利益や法的に家族を形成し、公証される利益は人の

尊厳に由来する重要な人格的利益であり、法律上異性のカップルだけでなく、法

律上同性のカップルもこれを享受することができる利益である。この点は、原判

決（同３７頁から３９頁）及び本訴訟関連訴訟の判決のいずれもが認めるところ

である［27］。 

加えて、自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという権利・利益や法

的に家族を形成し、公証される利益の重要性について、法律上異性のカップルと

の間には本質的な違いは存在しない。法律上異性のカップルにとっての上記利益

の重要性が法律上同性のカップルにとっての上記利益の重要性に勝ると判断する

ことは、人あるいは家族としての価値に差を設けることを意味する。しかし、こ

れは「個人の尊厳」に照らして許されない。上述のとおり、自己の性自認及び性

的指向に即した生活を送ることは性的指向や性自認にかかわらず極めて重要であ

るし、「婚姻の本質」を満たす関係性を築くことができるという点や「子の監護

養育」という点において、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルとの間

には本質的な差がない。また、上記（ウ）で述べたとおり、憲法制定後の社会状

況等の変化により、性的指向・性自認に基づく差別は許されないとの法規範が確

立されるとともに、婚姻制度・家族制度の分野においても、法律上同性のカップ

ルと法律上異性のカップルを平等に取り扱うべきだとの規範意識が既に形成さ

れ、広く共有されるに至っている。この点、憲法２４条１項の文脈ではあるが、

 
27 原告ら第３２準備書面第２の２、同３［４頁から１１頁］、原告ら第３６準備書面第３の

２(4)[８頁から１０頁]など参照。 
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札幌高裁判決（甲Ａ６０３）が、「憲法２４条１項は、人と人との間の自由な結

びつきとしての婚姻をも定める趣旨を含み、両性つまり異性間の婚姻のみなら

ず、同性間の婚姻についても、異性間の場合と同じ程度に保障している」（同１

７頁）と述べたのは、正しい認識に立つものであると評価できる。 

 

（オ）婚姻制度の利用が認められないことによる不利益の重大性 

そして、法律上同性のカップルは婚姻制度を利用できないことにより、法的に

家族を形成し、公証される利益を制約されていることはもとより、自己の性自認

及び性的指向に即した生活を送るという重要な権利・利益が制約されるという重

大な不利益を被っている。この点は、本訴訟関連訴訟の各判決も一致して認める

ところである［28］。原判決も、「同性カップル等が、自己の性自認及び性的指向

に即した生活を送るという重要な人格的利益を、同性カップル等から剥奪するも

のにほかならないのであるから、本件諸規定及び上述したように立法がされてい

ない状況は個人の尊厳と両性の本質的平等の要請に照らして合理的な理由がある

とは認められず、憲法２４条２項に違反する状態にある」と認定する（同４１

頁）。 

自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという重要な権利・利益の制約

は、次のとおり日常生活のさまざまな場面で生じている。 

例えば、「法律婚を尊重する意識が幅広く浸透していると考えられる」［29］日

本において、婚姻しているかどうかが、社会的に正当な人的結合関係かどうかの

評価に極めて大きな影響を与えている。しかし、法律上同性のカップルは人とし

て、同じく人である法律上同性のパートナーを愛し、家族としての営みを望んで

いるにもかかわらず、婚姻制度の利用が認められていないため、社会的に正当な

人的結合関係として承認を受けることができない。同性愛やトランスジェンダー

 
28 原告ら第３３準備書面第２の４［１１頁から１４頁］など参照。 
29 再婚禁止期間に関する最高裁平成２７年１２月１６日判決・民集６９巻８号２４２７頁

（甲Ａ２１７）。 
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などの性的少数者に対する偏見と相まって、法律上同性のカップルは、パートナ

ーとの関係性を周囲に偽って説明しなければならず、当事者以外の家族や職場な

どとの社会生活において自身の存在の意義を失うという喪失感に苛まれている

［30］。また、入院時の緊急連絡先をパートナーにすることができない、病状説

明を受けられないなど緊急時に家族として扱われず、あるいは家族として扱われ

るのか緊急時になるまでわからないという不安定な状況に置かれている。控訴人

一橋、控訴人河智、控訴人福田、及び控訴人山縣も、本人尋問においてこのよう

な不利益を受けていることについて述べた（原告一橋本人調書［１３頁から１４

頁］等［31］）。 

さらに、パートナーと同居する物件を借りる際・購入する際に断られる、職場

で配偶者であれば使える制度が使えない、パートナーを健康保険の扶養に入れた

り、パートナーの扶養に入ることができない、病気や事故の時に家族として扱わ

れなかった、所得税の扶養控除を受けられない、パートナーと共にパートナーの

子の親権者になることができない、子の親権者でない方が保育園・幼稚園の送迎

に行けない、子の小中高での諸手続きができない、学校行事に参加できない、子

の病院で病状説明を受けたり、手術同意ができない、配偶者であれば得られる在

留資格を得られないなどといった生活上の不利益を受けている。また、精神面で

の制約としては、病気・事故・死亡などの際に何も保証がないと感じる、二人の

将来に不安を感じる、社会から認められていないように感じる、自分たちのこと

を周りに相談するのを躊躇する、子どもの友人や、その保護者、学校の先生など

周りの人に実際の家族関係を話すことに躊躇する、子どもに結婚ができないこと

 
30 札幌高裁判決（甲Ａ６０３）も、この点を指摘したうえで、「個人の尊重に対する意識の

高まった現在において、性的指向による区別を理由に、このような扱いを受けるいわれは

なく、これは憲法が保護する個人の尊厳にかかわる問題である」と断ずる（同１４頁）。 
31 原告河智本人調書９頁から１０頁、原告福田本人調書６頁、原告山縣本人調書５頁から

６頁。 
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を説明するのに困難を感じる等の不利益を受けている（甲Ａ２８９［32］、控訴

人ら本人尋問調書、各陳述書［33］）［34］。 

このように、法律上同性のカップルに対し婚姻制度の利用を認めないことは、

自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという重要な人格的権利・利益を

日々侵害しているものであり、同性愛者やトランスジェンダー等の性的少数者の

自分らしい生を阻害するという重大な不利益を発生させている。 

 

（カ）影響範囲の大きさ 

婚姻制度の利用が認められないことによる影響範囲の大きさも見過ごすことは

できない。 

すなわち、日本におけるトランスジェンダー、同性愛者その他の性的少数者の

人口規模は２０１５年及び２０１６年に行われた各種調査によれば４．９％から

７．６％であり［35］、単純に人口比で計算しても、現在でも少なくとも約６０

０万人から約９４０万人規模の性的少数者が日々生活している［36］。 

このように少なくない人口の法律上同性のカップル（とその子）が婚姻制度の

利用を認められないことからもたらされる不利益による影響を受け、そのような

 
32 甲Ａ２８９号証第２の３以下［４頁以降］。 
33 原告一橋本人調書［１３頁から１４頁］、原告武田本人調書［６頁、１０頁から１３

頁］、原告鳩貝本人調書［４頁から１０頁］、原告河智本人調書［２頁から３頁、９頁から

１２頁］、原告福田本人調書［５頁から１４頁］、原告藤井本人調書［１０頁から１４頁］、

原告山縣本人調書［２頁、５頁から７頁、１０頁］、原告ケイ本人調書［５頁から１１

頁］。甲Ｂ１［４頁から５頁、１２頁、１７頁から１９頁］、甲Ｂ２［９頁から１０頁、１

３頁から１６頁］、甲Ｃ１［６頁から９頁、２８頁から３４頁］、甲Ｃ２［４頁から５頁、

１７頁から２５頁］、甲Ｄ１［５頁、１１頁から１４頁］、甲Ｄ２［６頁から７頁、１１頁

から１２頁］、甲Ｅ１［７頁から１０頁、１６頁から１９頁］、甲Ｉ１［５頁、８頁から９

頁、１２頁から１８頁］。 
34 概要については、原告ら第３４準備書面第３［１９頁から３４頁］、原告ら第３８準備書

面第２の３［１１頁から１５頁］、第３の３［２４頁から３０頁］、第４の３［３５頁から

３８頁］、第５の３［４１頁から４５頁］、第６の３［４７頁から４９頁］も参照。 

 
35 中西・LGBT の現状と課題（甲Ａ５７８）２（２）［５頁から６頁］。 
36 総務省統計局の資料によれば、２０２３年１０月１日現在の日本の総人口の概算値は１

億２４３４万人である（甲Ａ５７９）。 
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状態は、現行憲法が施行された１９４７年５月３日から換算すると実に７５年以

上という極めて長期間にわたって継続しているのである。 

 

（キ）本人の意思でコントロールできない性自認及び性的指向を理由とする制

約であること 

原判決も認定しているとおり、法律上同性のカップルに対して婚姻制度の利用

を認めないことは、性自認及び性的指向に基づく区別取扱いである（同３４

頁）。性自認及び性的指向は人格に深く根ざした個性であって、本人の意思や努

力で変更することは不可能なものとされている（原判決３８頁）。このような事

由に基づく区別取扱いに合理性が認められるかどうかは、「個人の尊厳」の要請

に立脚して厳しく、慎重に審査されなければならない。 

 

（ク）まとめ 

以上のとおり、本件については、法律上同性のカップルに対し婚姻制度の利用

を認めないことが「個人の尊厳」に反することを基礎づけるに十分な事情があ

る。 

 

イ 「個人の尊厳」に反しないとの結論を正当化するだけの十分な事情の不存

在 

他方、原判決の憲法２４条１項の判示部分（同３２頁から３３頁）を踏まえれ

ば、仮に原判決が憲法２４条２項独自の審査を行った場合、原判決は、伝統的な

価値観や反対意見の存在、婚姻類似の制度によって法律上同性のカップルに対す

る婚姻類似の保障を与えようとする国の存在、法律上同性のカップルに対し何ら

かの法的保障を与えるべきという意見と婚姻制度による保障を認めるべきという

意見に差があることの３つの事情を挙げると推察される。しかし、これらの事情

が、婚姻制度の利用を認めないことが「個人の尊厳」に反しないとの結論を正当
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化するだけの十分な事情とならないことは、控訴理由書第１分冊など［37］で述

べたとおりである。 

また、自然生殖可能性の有無、次世の代育成保護、嫡出推定規定群の存在など

が、婚姻制度の利用を認めないことが「個人の尊厳」に反しないとの結論を正当

化するだけの十分な事情とならないことは、原告ら第３５準備書面など［38］で

も述べたとおりである。 

 

ウ まとめ 

以上のとおり、憲法制定以降の社会の変化等を総合的に考慮すれば、法律上同

性のカップルに対し婚姻制度の利用を認めないことに、「個人の尊厳」という憲

法の基本原理の観点からの合理性は認められない。 

したがって、仮に憲法２４条１項が、その文言上、法律上同性のカップルに対

して直接には適用されないとしても、同条２項が直接または類推適用され、同項

が「婚姻及び家族」に関する事項について法律は「個人の尊厳」に立脚して制定

されなければならないとしていることに基づき、同項により、法律上同性のカッ

プルが利用することができる婚姻制度を構築することが要請される［39］。そし

て、そのようなことが憲法２４条２項により要請される以上、その要請に応じる

か否かに関し、立法府に立法裁量が認められる余地はない。 

 

 
37 控訴理由書第１分冊第２の４(4)イ、原告ら第３５準備書面第２の３［３３頁から５９

頁］など参照。 
38 原告ら第３５準備書面第２の３［３３頁から５９頁］、原告ら第３６準備書面第３の４

［２２頁から２８頁］など参照。 
39 なお、念のため、憲法２４条１項と２項がそれぞれどのように適用されるべきかについ

ての控訴人らの主張を整理すると、以下のとおりとなる。判決に当たっては、それぞれの

可能性が吟味されなければならない。 

・憲法２４条１項直接適用、憲法２４条２項直接適用 

・憲法２４条１項類推適用、憲法２４条２項直接適用あるいは類推適用 

・憲法２４条１項適用なし、憲法２４条２項直接適用あるいは類推適用 
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４ 婚姻に満たない類似の制度は、憲法２４条２項が構築を要請する法律上同

性のカップルの利用可能な婚姻制度に該当しないこと 

本書面２ないし３で述べたとおり、憲法２４条２項は、同条１項の保障する婚

姻の自由の保障が法律上同性のカップルに及ぶ場合はその論理必然的な帰結とし

て、仮にその文言上憲法２４条１項を直接適用できない場合でも同条２項独立の

要請として、法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構築を要請している。

婚姻制度の構築が要請される以上、諸外国でかつて導入された登録パートナーシ

ップ制度、ＰＡＣＳ、法定同棲などの婚姻類似の制度では、憲法２４条２項の上

記要請を満たすことはできない。 

上記は当然の結論であるが、念のため、以下において補足説明を行う。まず、

下記４では、諸外国でかつて導入された婚姻類似制度のうち、登録パートナーシ

ップ制度で婚姻と効力が大幅に異なるもの（以下「婚姻機能非等価型登録パート

ナーシップ制度」という。）、ＰＡＣＳ、法定同棲（法定同居）を取り上げ、これ

ら婚姻類似の制度では憲法２４条２項の要請を満たさないことを説明する。そし

て、下記５において、憲法２４条２項の要請を満たすのは現行の法律婚制度しか

なく、登録パートナーシップ制度で婚姻と効力がほぼ同じもの（以下「婚姻機能

等価型登録パートナーシップ制度」という。）も同項の要請を満たすものではない

ことを述べる。 

 

(1) 検討の視点 

まず、どのような視点から検討されるべきかを整理する。 

現行の日本の憲法が「婚姻」について定義を置いていればそこから出発すべき

であるが、そのような定義が置かれていない以上、どのような制度であれば憲法

２４条の要請にかなう婚姻制度であるかは、「個人の尊厳」と「法の下の平等」と

いう憲法の基本原理に立脚して、日本の家族法制の歴史や国民の意識等も踏まえ
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つつ判断するほかない（最大判平成２７年１２月１６日民集６９巻８号２５８６

頁参照）。 

そして、現行の法律婚制度制定以降、現在まで現行の法律婚制度以外に日本に

おいて婚姻制度が存在しないこと、日本では現行の法律婚制度に基づく婚姻を尊

重する意識が強く［40］、婚姻制度として現行の法律婚制度以外の制度は想定しが

たいこと、現行の法律婚制度は明治時代に制定されたものの、現行の憲法制定時

に憲法２４条等の要請を踏まえて必要な修正がなされたものであることなどから

すれば、現行の法律婚制度こそが憲法２４条２項の要請を満たす婚姻制度として

想定されている制度であり、現行の法律婚制度を出発点として、どのような制度

であれば憲法２４条２項の要請を満たす婚姻制度であるかが検討されなければな

らない。 

また、憲法２４条２項が、婚姻及び家族に関する事項については、法律は「個

人の尊厳」と「法の下の平等」という憲法の基本原理に立脚しなければならない

ことを明記している以上、現行の法律婚制度との間で差異を設ける場合には、そ

のような差異が「個人の尊厳」と「法の下の平等」という憲法の基本原理に照ら

し許容されるかが検討されなければならない。 

現行の法律婚制度との差異を考察する尺度であるが、現行の法律婚制度を分析

すると、現行の法律婚制度は、①法的な家族としての身分を形成すること（以下

「①身分形成の要素」という。）、②その法的身分関係に応じたふさわしい法的効

果(権利義務)の集合的付与をすること（以下「②ふさわしい効果の付与の要素」

という。）、③当該法的身分関係を国の制度により公証すること（以下「③公証の

要素」という。）の３つを制度の中核的要素として構築されている。原判決を含め

本訴訟関連訴訟の各判決も、法律上同性のカップルの婚姻制度・家族制度がこの

３つの中核的要素からなるべきことについては、ほぼ一致した理解を示している

 
40 再婚禁止期間に関する最高裁平成２７年１２月１６日判決・民集６９巻８号２４２７頁

（甲Ａ２１７）参照。 
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［41］。また、憲法２４条２項が、婚姻及び家族に関する事項については、法律は

「個人の尊厳」と「法の下の平等」という憲法の基本原理に立脚しなければなら

ないことを明記している以上、現行の法律婚制度との差異が「個人の尊厳」と「法

の下の平等」という憲法の基本原理に照らし許容されるかという視点も不可欠で

ある。 

そこで、以下では、上記①から③の３つの要素がどの程度満たされているのか

という視点、及び、現行の法律婚制度との差異が「個人の尊厳」と「法の下の平

等」という憲法の基本原理に照らし許容されるかという視点から、婚姻機能非等

価型登録パートナーシップ制度、ＰＡＣＳ、法定同棲（法定同居）のいずれもが、

憲法２４条２項の要請を満たす婚姻制度とはなりえないことを説明する。 

 

(2) 婚姻機能非等価型登録パートナーシップ制度について 

婚姻機能非等価型登録パートナーシップ制度の例としては、２００１年に導入

された当初のドイツの生活パートナーシップ(Lebenspartnerschaft)が挙げられ

る。同制度の導入当初は、身分登録法(身分登録所の管轄)、行政法、税法(所得税、

贈与・相続税など)、社会保障法、移民法などにおける取扱いにおいて、法律上異

性のカップルを対象とした婚姻との違いがあった。つまり、②ふさわしい効果の

付与の要素と③公証の要素の二点において、当時のドイツの婚姻制度との間に違

いがあった。しかし、ドイツ連邦憲法裁判所は、相続税・贈与税、公務員の家族

手当、土地取得税の免税、所得税法の合算課税方式の適用について、婚姻と生活

パートナーシップの差異が一般平等原則に反して違憲という判断を下した。この

ような流れを受けて、ドイツ連邦政府は、２０１５年に民法、行政手続法ほか行

政法令、民事訴訟法、身分登録法、生活パートナーシップ法など合わせて３２の

法令において生活パートナーシップを婚姻と同様に扱う改正を行う「生活パート

 
41 原判決に関し、原判決３７頁２０行目から３８頁５行目など参照。他の地裁判決に関

し、原告ら第３３準備書面第２の１から５[２頁から１９頁]参照。 
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ナーの権利の解決法」を制定せざるを得なかった。その後、２０１７年７月２０

日に「同性の人のために婚姻締結の権利を導入する法律」が成立し、いわゆる同

性婚が導入され、生活パートナーシップの新規登録が停止された［42］。 

その他の例としては、オーストリアの例を挙げることができる。同国では、２

００９年に登録パートナーシップ法が制定されたが、制定当初、法律上同性のカ

ップルによる養子縁組の利用が認められていなかった。しかし、２０１３年２月

１９日にヨーロッパ人権裁判所で、オーストリアの登録パートナー婚法８条が法

律上同性カップルの相手方の子どもとの養子縁組を認めないことについて、未婚

の異性カップルの場合と比較してヨーロッパ人権条約１４条（差別の禁止）に違

反するとした判決が出された ［43］。生殖補助医療の利用の可否についても差が設

けられていたが、オーストリア憲法裁判所は、２０１３年１２月１０日の判決に

おいて、法律上異性のカップルに限定する生殖補助医療法の規定は平等原則に反

し違憲であると判断した［44］。すなわち、オーストリアにおいては、当初、少な

くとも②ふさわしい効果の付与の要素において、当時の同国の婚姻制度との間に

違いがあったが、そのような差異は憲法や人権条約に違反すると判断されたので

ある。 

ドイツやオーストリアの状況は、仮に日本において、法律上同性のカップルを

対象とした婚姻機能非等価型登録パートナーシップ制度を導入したとしても、「個

人の尊厳」や「法の下の平等」という憲法の基本原理に照らして、現行の法律婚

制度との差異について合理的な理由を見出しがたく、憲法違反と断ぜざるを得な

いことを示している。このことは、いわゆる犯罪被害者等給付金訴訟に関する最

 
42 渡邉・意見書（甲Ａ５７６－１）五２（２）［８頁から９頁］、同意見書添付文献１（甲

Ａ５７６－２）、渡邉・ドイツにおける同性カップルの法的処遇・ジュリスト１５７７号７

７頁以下（甲Ａ５７７）、藤戸（甲Ａ５７２）［３２頁］、鳥澤（甲Ａ５７１）Ⅱ２[３頁か

ら５頁]参照。 
43 鳥澤（甲Ａ５７１）Ⅱ２[３頁から５頁]。 
44 渡邉・意見書（甲Ａ５７６－１）八１（２）［１４頁から１５頁］。 
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高裁判所第三小法廷の２０２４年３月２６日判決（甲Ａ６３９）（以下「犯罪被害

者等給付金訴訟最高裁判決」という。）からも支持される。 

したがって、婚姻機能非等価型登録パートナーシップ制度は、憲法２４条２項

の要請を満たす婚姻制度足り得ない。 

 

(3) ＰＡＣＳについて 

ＰＡＣＳ（le pacte civil de solidarite の略）は、１９９９年に成立したＰ

ＡＣＳ法により、フランスにおいて、婚姻制度とは別の制度として導入された非

婚カップルのための制度で、「異性または同性の、成年に達した２人の自然人によ

る、共同生活を送る旨の契約」と定義されている（甲Ａ６４５・フランスにおけ

る非婚カップルの法的保護 (1) : パックスとコンキュビナージュの研究［１２

４頁］）。非婚カップルであれば、法律上異性のカップルも、法律上同性のカップ

ルも、近親者等でないことという一定の条件の下、ＰＡＣＳを利用することがで

きる（同［１２６頁］）。 

ＰＡＣＳとしての法的効果を発生させるためには、非婚カップル間での契約締

結に加え、裁判所における共同申述、確定日付の付与、ＰＡＣＳ専用の登録簿へ

の登録による公示などが必要となる（甲Ａ６４５［１２７頁から１２９頁］）。な

お、ＰＡＣＳ創設当初は身分証書への影響はないとされたが、２００６年民法典

改正により、ＰＡＣＳを締結した旨が出生証書の欄外に記載されることとなった

（甲Ａ５７２［３３頁から３４頁］）。 

ＰＡＣＳが公示されることにより、ＰＡＣＳの当事者は、第三者にＰＡＣＳの

存在やその合意内容（例えば、当事者の財産関係に関する分配の定め）を主張す

ることができるようになる。また、賃借人であるＰＡＣＳの一方当事者が死亡し

た場合にＰＡＣＳの他方当事者に賃借権が移転したり、同一企業で働くＰＡＣＳ

の相手方当事者に対して有給休暇を同時に取得する権利が与えられるといった効
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果が認められる他、所得税の合算課税、社会保険受給権などの効果が認められて

いる（甲Ａ５７２［３３頁から３４頁］、甲Ａ６４５［１３１頁から１３５頁］）。 

しかし、婚姻とは異なり、ＰＡＣＳでは、当事者間に親族関係が発生せず、Ｐ

ＡＣＳの一方当事者が死亡しても、生存当事者は当該死亡当事者の相続人となる

ことはできないし、遺贈や贈与についても相続人の遺留分によって制限を受ける。

遺族年金受給権も認められない。また、氏の変更が認められないこと、姻族関係

が発生しないこと、両当事者間の子どもについて嫡出推定規定が適用されず、非

嫡出子として扱われること、ＰＡＣＳの両当事者を養親としての養子縁組も共同

親権も認められないこと、ＰＡＣＳの一方当事者が外国人であった場合のフラン

ス国籍取得が婚姻の場合のように当然には認められないなど、付与される法的効

果の点で婚姻制度との間に大きな差異が設けられている（甲５６９［１５０頁］、

甲Ａ５７２［３４頁］、甲Ａ６４５[１３５頁から１３６頁]）。 

つまり、ＰＡＣＳは、法律上同性のカップルに対し、婚姻への権利、相続とい

った家族関係に関する権利、養子縁組を行う権利などを認める制度ではなく、当

事者の契約によって財産関係を処理し、共同生活を維持するための最低限の社会

的保護を与える制度であるに過ぎない（甲５６９［１５０頁］）。カップルである

２人の当事者間の契約としての位置づけを超えて、子を含めた親子関係を法的に

承認するものでもない（甲６４６・フランスの同性婚法―家族制度の変容―[２３

頁]）。婚姻との差異のなかでも、とりわけ、養子縁組、生殖補助医療、共同親権

等の制限は、法律上同性のカップルが親子関係及び家族関係を形成する上で大き

な障害になっていた。そのため、結局、フランスでは、２０１３年に民法を改正

して法律婚制度に法律上同性のカップルを包摂し（甲６４６ [２３頁から２４

頁]）、生殖補助医療の利用についても２０２１年６月の生命倫理法改正により認

めることとなった（甲Ａ５７４）。 

以上のとおり、フランスのＰＡＣＳは、前述の婚姻制度の３つの中核的要素の

うち、①身分関係の形成の要素を全く満たさない。②ふさわしい効果の付与の要
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素についても、氏の変更が認められない、親族関係が発生しない、両当事者間の

子どもが非嫡出子として扱われる、養子縁組も共同親権も認められないといった、

日本の現行の法律婚制度の下、婚姻した当事者に当然付与される効果の多くが付

与されない。また、③の公証の要素も、出生証明書への記載はあるものの、婚姻

とは別のＰＡＣＳ専用の登録簿への登録が公示方法の基本であり、日本の現行の

法律婚制度に基づく婚姻の公示とこの点でも大きく異なっている。 

このように、フランスのＰＡＣＳは、日本の現行の法律婚制度から大きくかけ

離れた制度であり、上記３において述べたところや犯罪被害者等給付金訴訟最高

裁（甲Ａ６３９）の判示からも明らかなように、法律上異性のカップルにのみ現

行の法律婚制度に基づく婚姻を認め、法律上同性のカップルにはＰＡＣＳ類似の

制度の利用しか認めないことには、「個人の尊厳」や「法の下の平等」という憲法

の基本原理に照らして、合理的な理由を見出すことはできない。 

したがって、ＰＡＣＳは、憲法２４条２項の要請を満たす婚姻制度足り得ない。 

 

(4) 法定同棲（法定同居）について 

ベルギーにおいて、法定同棲（法定同居）が制定されたのは、１９９８年であ

り、２０００年１月から施行されている（甲Ａ５６９［１３９頁］）。同国におい

て、同制度が導入されたのは、法律上同性のカップルか、法律上異性のカップル

かに限らず、「婚姻せずにカップルで生活していた人々の状況の増加への対応を

気にかけ、その状況を『法定化する』ことを認めることによって、法的な地位を

制度化」する必要性があったためである（甲６４７・ベルギーにおけるカップル

の地位の法的三元構造の発展（ジャン＝ルイ・ランション、大島梨沙(訳)）［２３

５頁から２３６頁］）。しかし、その一方で、制度構築の基本的な考え方として、

「制度としてであれ、社会的事実としてであれ、婚姻にいかなる侵害も与えない」

のが妥当であり、「婚姻より下位に何らかの形態を創り出すことは問題となりえ

ないであろう」という基本的な考え方がその背景にあり、そのような考え方に基
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づいて、「人の法と家族法に手を触れることなく、『最小限の財産的保護』を『婚

姻を締結することを望まない、または婚姻することができないカップル』に提供

することに限られる地位を制度化すること」を目指して、同制度が作られること

となった（甲６４７［２３６頁］）。 

その結果、法定同棲（法定同居）は、家族関係を創設する行為ではなく、二人

の同居者間の財産関係に純化した制度として設計された。例えば、愛情的で性的

な意味でのカップル以外の２人の同居者 （例えば、兄と妹、母と娘、二人の友人）

も、同制度を利用することができる（甲６４７［２３７頁］）。また、同居者は約

定によって法定同棲（法定同居）の態様を定めることができるが（甲６４７［２

３９頁］）、家族法上の身分の変動は生じない。家族法上の身分変動が伴わないゆ

えに、独身の同居者は独身という身分のままであり、いかなる身分証書も発行さ

れず、法定同棲（法定同居）をした旨がベルギーに居住する人間の主たる住居を

特定するための住民登録簿上に記載されるのみである。子どもに関しても、制度

導入当初は非婚カップルと同じ状況であった［45］（同 ［２３７頁から２３８頁］）。

その解消も非常に簡単で、法定同棲（法定同居）者の一方は、一定の手続をとる

ことにより、一方的に、法定同棲（法定同居）を終了させることができる（甲６

４７［２３８頁］）。加えて、法定同棲（法定同居）には税制や社会保障に関する

いかなる特権や特典も付与されない（同［２３９頁］）。 

スウェーデン、アイルランド及びマルタにおいても、ベルギーの法定同棲（法

定同居）に類似した制度が存在するが、これらの制度の有する、専ら同居の二当

事者間における財産関係を規律する法制度という性質については、ベルギーの法

定同棲（法定同居）と同様である［46］。 

 
45 なお、現在では、養子制度が認められているようである（甲Ａ５７１表１［１１頁］参

照）。 
46 スウェーデンの同棲法については甲Ａ５７０［３６頁］及び甲Ａ１０３ ［６８頁］、ア

イルランドについては甲Ａ１０３［７０頁］、マルタについては甲Ａ１０３［７５頁から７

６頁］を参照。 
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以上のとおり、法定同棲（法定同居）は、前述の婚姻制度の３つの中核的要素

のうち、①身分関係の形成の要素を全く満たさない。②ふさわしい効果の付与の

要素についても、もっぱら当事者間の財産関係の規律に限られており、日本の現

行の法律婚制度の下、婚姻した当事者に身分関係の変動に伴い付与される効果が

付与されない。また、③の公証の要素も、例えば、ベルギーであれば、法定同棲

（法定同居）をした旨が同国に居住する人間の主たる住居を特定するための住民

登録簿上に記載されるのみである等、日本の現行の法律婚制度に基づく婚姻の公

示とこの点でも大きく異なっている。 

このように、法定同棲（法定同居）は、日本の現行の法律婚制度から大きくか

け離れた制度であり、法律上異性のカップルにのみ現行の法律婚制度に基づく婚

姻を認め、法律上同性のカップルには法定同棲（法定同居）類似の制度の利用し

か認めないことには、フランスのＰＡＣＳに関し述べた理由と同様の理由から、

「個人の尊厳」や「法の下の平等」という憲法の基本原理に照らして、合理的な

理由を見出すことはできない。 

したがって、法定同棲（法定同居）は、憲法２４条２項の要請を満たす婚姻制

度足り得ない。 

 

(5) 小括 

以上のとおり、婚姻機能非等価型登録パートナーシップ制度、ＰＡＣＳ、法定

同棲（法定同居）という婚姻類似制度のいずれについても、現行の法律婚制度の

３つの中核的要素のうち、全部または一部が満たされない。また、法律上異性の

カップルにのみ現行の法律婚制度に基づく婚姻を認め、法律上同性のカップルに

ついては上記婚姻類似制度の利用しか認めないという制度設計とした場合に、現

行の法律婚制度と当該婚姻類似制度との間に存在する差異は、「個人の尊厳」と

「法の下の平等」という憲法の基本原理に照らし許容されない。よって、上記婚
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姻類似制度は、いずれも、憲法２４条２項の要請を満たす婚姻制度とはなりえな

い［47］。 

そして、憲法２４条２項は、更に進んで、法律上同性のカップルを現行の法律

婚制度に包摂することを要請している。この点については下記５で詳述する。 

 

５  憲法２４条２項は、現行の法律婚制度に法律上同性のカップルを包摂する

ことを要請していること  

⑴ 概要 

これまで、憲法２４条２項は法律上同性のカップルが利用可能な婚姻制度の構

築を要請していること（上記２及び３）、そして、諸外国で構築された婚姻機能非

等価型登録パートナーシップ制度、ＰＡＣＳや法定同棲（法定同居）のような、

単に婚姻に類似するだけの制度では、憲法２４条２項の要請を満たさないこと（上

記４）について論じた。 

本項では、憲法２４条２項の「個人の尊厳」に照らすと、単に上記４(1)で指摘

した婚姻制度の３つの中核的要素（以下、単に「婚姻制度の中核的要素」という。）

を（一応）備えた制度を何らか構築すれば足りるものではなく、 法律上同性のカ

ップルを現行の法律婚制度に包摂させること（法律上の異性カップルと同じ法律

婚制度を利用可能にすること）が憲法２４条２項により要請されていること、そ

して法律上同性のカップルに現行の法律婚制度をそのまま適用させないことにつ

いて、やむを得ない理由も認められないことから、法律上同性のカップルを現行

 
47 なお、原告ら第３２準備書面第２の２(2)[８頁から１２頁]で指摘しているとおり、登録

パートナーシップ制度や法定同棲・ＰＡＣＳ等（以下、総称して「登録パートナーシップ

制度等」という。）を導入したヨーロッパ諸国でも、現在、原判決が登録パートナーシップ

制度等を導入したと認定した国は、イタリアを除きすべて、①登録パートナーシップ制度

等を廃止し、法律婚制度の対象を法律上同性のカップルにも拡大するか、②法律婚制度の

対象を法律上同性のカップルにも拡大する一方で、登録パートナーシップ制度等を法律上

同性か異性かにかかわらず利用可能な制度として維持するかしており、カップルの家族に

関する制度の利用に関し、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルに差がない状態

となっている。 
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の法律婚制度に包摂させないことは、憲法２４条２項に反することについて論じ

る。 

  

⑵ 婚姻制度を現行の法律婚制度とは別の制度にするかについて立法裁量は狭

く、やむを得ない事由が要求されること 

 ア 原判決の誤り 

原判決は現行の法律婚制度に法律上同性のカップルを包摂させることについて、

「当該制度によってもたらされる民法上の各規定のうち、例えば嫡出推定等に係

る規定につき、異性カップルの場合と全く同様に、同性カップル等に対しても適

用できるのかといった問題等について、未だ十分な議論がされておらず、かかる

議論に基づく法制度化を、国会に委ねるほかないといえる。」（同４２頁）として、

その憲法適合性審査を行わなかった。 

しかし、第一に、原告ら第２９準備書面で詳述したとおり、現行の法律婚制度

の内容は、婚姻の当事者が法律上異性の者どうしであることを前提とした用語に

ついて、法律上同性の者どうしも含む用語に修正するといった技術的な手当てを

しさえすれば、法律上同性のカップルにもそのままの内容で適用可能である［48］。

それにもかかわらず、原判決が「未だ十分な議論がされておらず」とだけ述べ「国

会に委ねるほかない」と結論付けたことは、現行の法律婚制度に関する解釈を誤

るものであり、手放しに広範な立法裁量を認める原判決は妥当ではない。  

第二に、嫡出推定は現行の法律婚制度の一部の規定にすぎない。法律上同性の

カップルが現行の法律婚制度を利用するにあたって、仮に嫡出推定等の一部の規

定について、何らか再整理をする余地がありうるとしても、それは「婚姻の成立

を認めるかとは別問題」（甲Ａ３８１ ・木村草太「差別のしくみ」９０頁）であり、

婚姻制度を別に設けて現行の法律婚制度の利用自体から排除することの適合性審

 
48 再婚禁止規定や嫡出推定等についても同様である。原告ら第３５準備書面第２の３

（３）［４５頁から４９頁］、原告ら第３６準備書面第３の４（３）［２４頁］も参照。 
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査が不要となる理由とはならない。この点でも広範な立法裁量を認める原判決は

妥当ではない。 

  

イ  現行の法律婚制度に法律上同性のカップルを含めないことについてやむを

得ない事由がなければ違憲となること 

法律上同性のカップルであることを理由に、現行の法律婚制度とは別の婚姻制

度しか利用できない場合、仮にその婚姻制度が婚姻制度の中核的要素を備え、現

行の法律婚制度と同様の法的効果をもたらす制度であったとしても、性自認・性

的指向や性別という本人がコントロールすることができない事由により差が設け

られることを意味する。 

そして、現行の法律婚制度が既に存在しており、「国民の中にはなお法律婚を尊

重する意識が幅広く浸透していると考えられる」（再婚禁止期間に関する最高裁

平成２７年１２月１６日判決・民集６９巻８号２４２７頁（甲Ａ２１７））中で、

法律上同性のカップルにのみその利用を認めないことは、「個人の尊重」や「法の

下の平等」だけでなく、法律上同性のカップル（とその子）に対し、二級市民で

あり、劣った存在であるというレッテルを貼ることにより「個人の尊厳」を侵害

するものである（この点について、後記⑶にて補足する。）。 

憲法２４条２項の「個人の尊厳」に立脚すべきとの要請は、婚姻制度を利用す

る者に限らず、当該婚姻制度が、婚姻をしない者又は当該婚姻制度を利用できな

いとされた者の「個人の尊厳」を害するものであってもならないという要請を含

むと理解するべきであるところ ［49］、上記のとおり、法律上同性のカップルにつ

いて婚姻制度を別に設けて、現行の法律婚制度の利用自体から排除することは、

その性質上、公証される内容が「同等」のものとはなりえず（後記⑶ウの脚注参

照）、法律上同性のカップルについて、本人の意思ではコントロールできない事由

に基づいて、「個人の尊重」「法の下の平等」の要請のみならず、「個人の尊厳」も

 
49 原告ら第８準備書面１０頁注３等も参照。 
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侵害するものである以上、憲法２４条２項の適合性審査における立法裁量は狭く、

真にやむを得ない事由が要求される。 

  

(3) 「劣った存在であるというレッテルを貼ることにより「個人の尊厳」を侵

害する」点についての補足 

上記⑵イのうち、「別の制度とすることは法律上同性のカップルに対して劣位

のレッテルを貼ることにより「個人の尊厳」を侵害する」との点について、これ

まで控訴人らが繰り返し主張してきたところであるが［50］、その意味内容につ

いて若干補足する。 

 

ア 別制度とすることの意味合い 

既にみてきたとおり、法律上同性のカップルについて婚姻制度を構築するにあ

たり、法律上異性のカップルと同様に「婚姻の本質」を満たす関係を築くことが

でき、かつ、同じ現行の法律婚制度を利用することも可能である（原告ら第２９

準備書面参照）。 

それにもかかわらず、法律や国家の行為によって、法律上同性のカップルに対

して、法律上異性のカップルが利用する現行の法律婚制度とは異なる婚姻制度の

み利用を認める場合、それは法律ないし国家が、等しきものは等しく扱うべき憲

法上の要請がある中で（憲法１４条１項）、法律上同性のカップルであるか、法律

上異性のカップルかでもって、その「社会的関係」（憲法１４条１項参照）、しか

も、手術における家族としての同意や情報提供の場面や相続の場面といった特定

の局面ではなく、一般的かつ永続的な社会生活の中での関係を区別することにつ

いて、積極的な目的を有していることを意味する。 

 
50 この点についてまとめた直近の書面として、原告ら第３２準備書面。 
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「別の制度とすることは法律上同性のカップルに対して劣位のレッテルを貼る」

というのは、このように、「あえて」制度が区別されることから法律ないし国家の

行為に見出される目的とそれがもたらすメッセージ性（効果）が、法律上同性の

カップルに対して劣等感といった心理的な害悪（スティグマ）を被らせることに

なることを意味している。 

 

イ 法律や国家の行為がもたらすメッセージ性（効果）に関する過去の判例 

この点、法律や国家の行為がもたらすメッセージ性（効果）は、憲法判断にお

いても重要な考慮要素となっている。 

法律や国家の行為のメッセージ性（効果）が考慮される典型的な分野は政教分

離である。そこでは、国及びその機関の活動について、「当該行為の行われる場所、

当該行為に対する一般人の宗教的評価、当該行為者が当該行為を行うについての

意図、目的及び宗教的意識の有無、程度、当該行為の一般人に与える効果、影響

等、諸般の事情を考慮し、社会通念に従って、客観的に判断しなければならない。」

（津地鎮祭事件・最高裁昭和５２年７月１３日判決民集３１巻４号５３３頁等）

とされており、法律や国家の行為が持つメッセージ性が考慮の対象となっている

（甲Ａ３６０も参照）。 

また、最高裁判平成２５年９月４日大法廷決定民集６７巻６号１３２０頁（甲

Ａ２１８）は、婚外子の相続分を婚内子の２分の１と定めた当時の民法９００条

４号但書きについて、「嫡出子と嫡出でない子の法定相続分を平等とすることも

何ら不合理ではないといえる上、遺言によっても侵害し得ない遺留分については

本件規定は明確な法律上の差別というべきであるとともに、本件規定の存在自体

がその出生時から嫡出でない子に対する差別意識を生じさせかねない」として、

規定の合理性判断において、差別意識を生じさせかねないという、婚外子に関す

る規定がもたらすメッセージ性について検討をしている（甲Ａ３６０［８２頁］

も参照）。 
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ウ 「違う存在である」というメッセージ性を有すること 

以上を踏まえて、法律上異性カップルと同じ現行の法律婚制度を利用すること

も可能であるにもかかわらず、法律上同性のカップルについて、あえて別の婚姻

制度を設けることの意味合いについて検討する。 

第一に、当然のことながら、法律上同性のカップルが、法律上異性のカップル

とは別の存在であるというメッセージ性を有することになる。また、法律上同性

のカップルも子を産み育てることがあるということはこれまでも繰り返し述べて

きたところであるが、家族としての保護のあり方が異なるということは、法律上

異性のカップルの間で育てられている子と法律上同性のカップルの間で育てられ

ている子も、保護される制度が異なるという意味で、異なる存在であるというメ

ッセージ性を有することになる［51］。 

  

エ スティグマを与えるものであること 

そして、法律上同性のカップルが、現行の法律婚制度を利用できず、法律上異

性のカップルとはあくまでも「異なる存在」であると扱われることは、セクシャ

ルマイノリティに対するスティグマをも生み出すものである（原告ら第３６準備

書面、原告ら第３２準備書面）。なぜなら、法律上同性のカップルに対して社会的

な偏見が存在してきたという社会的脈絡に立って考えなければならないところ、

このような社会的脈絡を背景とすると、法律上同性のカップルに現行の法律婚制

度の利用が認められないということは、マイノリティの社会における位置づけそ

 
51 このことからすれば、法律上同性のカップルが、現行の法律婚制度を利用できるように

ならなければ、性自認、性的指向が重要ではない場面、性自認、性的指向が考慮されるべ

きではない場面であっても、常に法律上同性のカップルは「違う存在」であるとのメッセ

ージ性を有することになる。その意味で、法律上同性のカップルが享受する家族として公

証される利益は、法律上異性のカップルが享受するそれとは異なるものになる。よって、

その性質上、公証される内容が「同等」のものとはなりえない。 
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のものの格下げにつながる害悪があると認められるからである（甲Ａ５９８・安

西意見書［６から７頁］も参照）。 

実際、既に「性的指向と性自認が世の中の大多数の者と異なるだけ、ただそれ

だけの違いにもかかわらず彼ら（控訴人ら代理人注：セクシャルマイノリティ）

の多くが学齢期から直面する差別的扱いやその蓄積によって安寧な生活を阻害さ

れ、メンタルヘルスを悪化させている」ことが指摘されている。（日高意見書 ・甲

Ａ３８９の１[９頁]）。また、内面化された異性愛主義は、アイデンティティの分

離や否定をもたらすことも指摘されている（甲Ａ４３４）。 

そして、日本では、現行の法律婚制度が既に存在しており、「国民の中にはなお

法律婚を尊重する意識が幅広く浸透していると考えられる」（再婚禁止期間に関

する最高裁平成２７年１２月１６日判決・民集６９巻８号２４２７頁（甲Ａ２１

７））のであり、法律上異性のカップル（その多くはシスジェンダーの異性愛者で

ある。）が利用する現行の法律婚制度について、数としては圧倒的に少数者である

法律上同性のカップルが利用できなければ、法律上同性のカップルは、引き続き、

シスジェンダーの異性愛が普通で正常とされ、それ以外は異端視されたり病的な

もののように扱われかねない社会の中にいることを意味し、セクシャルマイノリ

ティにとって安寧な生活が阻害されメンタルヘルスを悪化させる要因ともなる

（日高意見書・甲Ａ３８９の２[１８頁]も参照）。 

加えて、法律上同性のカップルは、法律上異性のカップルと同じ現行の法律婚

制度を利用できるようにならなければ、必然的に、利用している（現行の法律婚

制度とは異なる）婚姻制度を打ち明けることで、自らの性自認又は性的指向を開

示せざるを得なくなる52 。シスジェンダーの異性愛が自明のこととされる社会に

 
52 この点は、オーストリア憲法裁判所が、婚姻と登録パートナーシップ制度の違いがごく

わずかであっても、同性への性的指向を有する者は、性的指向が重要ではない場面又は重

要であってはならない場面においても自らの性的指向を明らかにせざるを得なくなり、差

別を受けるおそれがあるとの理由から、異性間関係と同性間関係とを２つの法制度によっ

て区別することは、性的指向等の個人の属性を理由とする差別を禁止する平等原則に違反

するとの判断を示した議論が同様に妥当する（原告ら第３２準備書面第５の６［３２頁］

参照）。 
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おいて、多くのセクシャルマイノリティが、自らの性自認又は性的指向が知られ

てしまうと社会的にも個人的にも不利益になるのではないかと恐れを抱いている

ところ（日高意見書 ・Ａ３８９の１［８頁］も参照）、社会の重要かつ基本的な制

度である婚姻制度の利用においても、法律上同性のカップルは自己の性自認又は

性的指向の開示を伴い、それ自体苦痛を伴うことがあるだけでなく、性自認又は

性的指向の開示によって社会的にも個人的にも不利益にならないかという不安感

や緊張感と向き合わなければならなくなる。 

これを、法律や国家の行為がもたらすメッセージ性という観点から整理をすれ

ば、法律上同性のカップルは現行の法律婚制度を利用することも可能であるにも

かかわらず、現行の法律婚制度を利用させない方法を「あえて」選択することは、

法律上同性のカップルは、現行の法律婚制度を利用できないことによって、上記

のようなメンタルヘルスの悪化や不安感や緊張感を抱いても構わないような存在

であるというメッセージ性を持つことになる。 

同性愛者やトランスジェンダー等のセクシャルマイノリティに限らず、誰しも

が「自己の性自認及び性的指向に即した生活を送るという重要な人格的利益」（原

判決４１頁７行目）を有しているところ、上記のようなメッセージ性はセクシャ

ルマイノリティのかかる重要な人格的利益を損ね、法律上同性のカップルに対し

て劣等感といった心理的な害悪（スティグマ）を被らせることになる。 

これが、「劣った存在であるというレッテルを貼ることにより「個人の尊厳」を

侵害する」ことの意味内容の１つである。 

  

オ 諸外国における「婚姻機能等価型登録パートナーシップ制度」の問題 

この点、諸外国において、婚姻とほとんど同じ法的効果を有するが、婚姻とは

別の制度として整理される「婚姻機能等価型登録パートナーシップ制度」（定義に

ついては、上記４を参照）が設けられることがある。 
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このように婚姻機能等価型登録パートナーシップ制度を定義すると、同制度は、

いわゆる法定同棲（法定同居）やＰＡＣＳと比較すると、婚姻の中核的要素を備

えうるものであるが、法律上異性のカップルにのみ現行の法律婚制度の利用を認

め、法律上同性のカップルは「婚姻機能等価型登録パートナーシップ」しか使え

ないという、いわゆる「単層区別型」 ［53］の場合、やはり法律上同性のカップル

の個人の尊厳を害するものである。 

その理由は、オーストリア憲法裁判所が端的に述べている。オーストリアでは

一般民法典第４４条に「異なる性の（verschiedenen Geschlechtes）」という文言

があるために法律上同性のカップルは婚姻できず、登録パートナーシップ制度は、

法律上同性のカップルだけを対象として制定された（いわゆる単層区別型であ

る。）。これについて、オーストリア憲法裁判所は、婚姻と登録パートナーシップ

制度の違いがごくわずかであっても、同性への性的指向を有する者は、性的指向

が重要ではない場面又は重要であってはならない場面においても自らの性的指向

を明らかにせざるを得なくなり、差別を受けるおそれがあるとの理由から、異性

間関係と同性間関係とを２つの法制度によって区別することは、性的指向等の個

人の属性を理由とする差別を禁止する平等原則に違反するとの判断を示した（甲

 
53 甲Ａ１０３［８７頁以下］での記述を参考にした区分である。 

 

単層型・複層型： 

甲Ａ１０３では、カップルを法的に保護するための法制度として、婚姻だけを想定する

国、及び、婚姻を法律上異性のカップルに限定する一方で、法律上同性のカップルについ

ては婚姻の代替として法律上同性のカップルだけが利用できる登録パートナーシップ制度

を創設し、それ以外の法制度を持たない国を「単層型」として区分する。 

他方、婚姻及びその代替となる制度以外にもカップルを法的に保護するための法制度を 

整備する国を「複層型」と区分している。 

 

開放型・区別型： 

 婚姻制度及びその代替法制度を、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルとが等

しく利用できる国を「開放型」と区分し、法律上同性のカップルと法律上異性のカップル

とで利用できる法制度に相違がある国を「区別型」と区分している。 
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Ａ１０３［７７頁］）［54］。すなわち、上記ウ及びエで論じた内容と同様の観点か

ら、平等原則違反を認定しているのであり、やはり別の制度とすることによる個

人の尊厳の侵害は、憲法判断における重要な要素として理解しなければならない。 

その他、フィンランド及びドイツも、婚姻及び登録パートナーシップ制度が並

列しており、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルで取り扱いが区別さ

れていた、いわゆる「単層区別型」であったが、結局は平等を実現する観点から、

法律上同性のカップルに、法律上異性のカップルと同じ婚姻が認められるように

なるとともに、登録パートナーシップ制度の新規登録が不可能となっている（甲

Ａ１０３［８８頁から８９頁］。これによりフィンランド及びドイツも、いわゆる

「単層開放型」となっている。）。 

 

⑷ やむを得ない事由の不存在 

では、法律上同性のカップルについて婚姻制度を別に設けて、現行の法律婚制

度の利用自体から排除することにやむを得ない事由は認められるか。 

まず、法律上同性のカップルについて婚姻制度を構築するにあたり、法律上異

性のカップルと同様に「婚姻の本質」を満たす関係を築くことができ、かつ、同

じ現行の法律婚制度を利用することも可能であり、法解釈や運用上の「やむを得

ない事由」はない［55］。 

 
54 原告ら第３２準備書面第５の６［３２頁］も参照。なお、「登録パートナーシップ法自体

が違憲であるわけではない。」（甲Ａ１０３［７７頁］）との記載は、法律上同性のカップル

も法律上異性のカップルも婚姻及び登録パートナーシップ制度がいずれも利用できる、い

わゆる「複層開放型」の場合、法律上同性のカップルと法律上異性のカップルに取扱いの

区別がなく、そのような登録パートナーシップ制度は平等原則に違反せず、また法律上同

性のカップルの個人の尊厳を害することにもならないからである。 
55 再婚期間禁止規定や嫡出規程群に関しても、法律上同性のカップルが婚姻できるように

なった場合、婚姻中に婚姻当事者の一方から生まれた子については、嫡出推定をすること

になんら問題はない（原告ら第３５準備書面第２の３（３）［４５頁から４９頁］、原告ら

第３６準備書面第３の４（３）［２４頁］。特に生殖補助医療との関係については、原告ら

第３５準備書面第２の３（３）及び（４）［４６頁から５２頁］も参照）。なお、上記⑵ア
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また、法律上同性のカップルが、法律上異性のカップルと同じ現行の法律婚制

度を利用することによる弊害も想定されない。原判決は、婚姻に関する伝統的価

値観や法律上同性のカップルの婚姻について反対意見が存在することについて言

及するが（原判決３２頁等）、このような反対する立場は、長らく法律上異性のカ

ップルの婚姻しかないこと等から「同性愛に対する違和感、これが高じた嫌悪感、

偏見を持つ場合があると考えられる」（札幌高裁令和６年３月１４日判決。甲Ａ６

０３［２０から２１頁］）し、「感覚的、感情的な理由にとどまるものといえ」る

（同判決。甲Ａ６０３［２１頁］）。法律上異性のカップルは、引き続き、尊重さ

れるところの「現行の法律婚制度」の利用が可能であり、法律上同性のカップル

の婚姻が、現行の法律婚制度よりも有利なものとなり、法律上異性のカップルを

劣位に扱うことになる余地はなく（甲Ａ５７６の１・渡邉意見書三の３［３頁］

参照）、別の制度とすべき「やむを得ない事由」とはなりえない。 

この点、安西意見書（甲Ａ５９８［１１頁から１２頁］）も、「マジョリティが

自らの伝統的な通念と異なるものを見聞きして違和感を抱くことはあろう。しか

し、これは害悪とは言えない。むしろマジョリティ自身がそのような通念を克服

すべきである。」「子どもに対する害悪はどうか。現実にはそのような害悪はない。

…同性婚禁止の理由にはなりがたい。」との Sunstein の議論を引き、憲法２４条

の婚姻の範囲から同性婚を排除することは、立法裁量の濫用となり許されないと

指摘する。 

 

 

で述べたとおり、嫡出推定は現行の法律婚制度の一部の規定にすぎず、法律上同性のカッ

プルが現行の法律婚制度を利用するにあたって、仮に嫡出推定等の一部の規定について、

何らか再整理をする余地がありうるとしても、それは婚姻の成立とは別の問題であり、現

行の法律婚制度の利用自体から排除することについて「やむを得ない事由」は認められな

い。 
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⑸ 結論 

以上からすると、法律上同性のカップルについて、法律上異性のカップルが利

用する現行の法律婚制度とは別の婚姻制度を構築することは、法律上同性のカッ

プルの個人の尊厳を害するものであり、そのような別の制度にすることについて

やむを得ない事由も認められないから、憲法２４条２項に違反する。 

そうだとすると、「同性カップル等が婚姻による法的利益と同様の法的利益を

享受したり、社会的に公証を受ける利益を享受したりするための制度の構築につ

いては、なお、複数の選択肢がある」（原判決４２頁１１行目）とはいえない。 

よって、端的に法律上同性のカップルを法律上異性のカップルと同じ法律婚制

度によって保護すべきことが憲法２４条２項によって要請されているのであるか

ら、法律上同性のカップルについて、法律上異性のカップルと同じ現行の法律婚

制度に包摂させないことは憲法２４条２項に違反する。 

 

以 上 


